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別紙４ 
 

国民健康保険事務の標準化に向けた県と市町村との合意事項 
 

（第８章 市町村が担う事務の効率化の推進関係） 

 

１ 検討事項 
  

項番 項目名 

１ 被保険者証の作成 

２ 資格管理事務 

３ 保険給付の支払事務 

４ 県から鳥取県国民健康保険団体連合会への直接支払い 

５ 地単公費の償還払の取扱い 

６ 療養費 

７ その他支給に係る支給基準の統一 

８ その他支給に係る申請書類の統一 

９ 医療費通知の統一 

１０ 短期被保険者証・被保険者資格証明書・限度額認定証の取扱い 

１１ 月報関係 

 

２ 合意事項 

項目１ 資格確認書の作成 

 
 

事項 合意内容 開始時期 

（１）様式の統一 ア 色は以下のとおりとし、年度ごとに変更しない 

一般の資格確認書：紫色 

特別療養費の支給対象者の資格確認書：オレンジ色 

令和６年 

12月２日 

イ サイズ：カード型 

ウ 記載事項：必須記載事項のみを記載 

エ その他 

・裏面に臓器提供の意思表示欄を掲載 

・高齢受給者証と一体化した資格確認書に統一 

（２）更新時期、更新 

頻度の統一 

ア 検認の実施： 実施しない。 

イ 有効期限： 原則として１年間 

ウ 再発行の期限： 定めない。 

エ 一斉更新の際の送付方法： 簡易書留又は特定記録郵便での郵送 

オ 滞納判定： 世帯主（擬制含む。）の滞納 

（３）随時発行の対応 

方法 

随時発行の期限： 定めない。 

 

項目２ 資格管理事務 

 

事項 合意内容 開始時期 

（１）事務の統一化・
マニュアル化（異
動情報の運用の統
一を含む） 

 平成２９年度内に事務を統一したマニュアルの作成 平成30年度 

（２）高額療養費にお
ける世帯の継続性
の判定基準 

世帯主に着目して世帯の継続性を判定する運用に統一  
⇒ 国の基準 

（新たな国保制度における資格管理及び高額療養費の取扱いにつ 
いて（平成３０年３月１９日付保国発０３１９第１号厚生労働省 
保険局国民健康保険課長通知）） 
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項目３ 保険給付の支払事務 

 

事項 合意内容 開始時期 

（１）高額療養費 ア 給付額の端数処理： 四捨五入 平成30年度 

イ 下限額の設定： 設定しない。 

ウ 月遅れレセプト等による追加支給の処理方法： 
判明月の通常処理と同じ。 

エ レセプト返戻、所得区分変更等で被保険者へ過払いになった場合の 
処理方法： 原則として返還の請求を行う。ただし、翌月相殺可能な 

対象があれば相殺を行う。 

オ 多数回該当に係るカウントの考え方： 国の基準に従い、世帯単位 

（２）高額介護合
算療養費 

ア 給付額の端数処理： 四捨五入 平成30年度 

イ 下限額の設定： 支給基準額（５００円） 

ウ 月遅れレセプト等による追加支給の処理方法 
  ： 判明月の通常処理と同じ。 

エ レセプト返戻、所得区分変更等で被保険者へ過払いになった場合の処
理方法： 原則として返還の請求を行う。ただし、翌月相殺可能な対象  

があれば相殺する。 

（３）保険給付の

差止 

ア 保険給付の差止をする基準 
（ア）滞納期間による基準： １年６ヶ月 
（イ）滞納割合による基準： ５割以上（当該年度） 
（ウ）納付相談に応じない場合の基準： 設定 
（エ）資力があるのに納付しない場合の基準： 設定 
（オ）悪質な滞納者と認められることの基準： 設定 
（カ）その他の基準： 設定しない。 

平成30年度 

イ 差止の対象範囲 
（ア）現金給付（療養費等）の差止に関する基準： 設定（滞納額の範囲内） 
（イ）その他差止対象に関する基準： 設定しない。 

ウ 差止の対象者 
（ア）保険料の滞納につき、「特別な事情」がないと認められる者を対象

に含めていることについて： 対象に含める。 
（イ）滞納以外の事由による差止の対象者の基準： 設定しない。  
エ 差止に係る手続 
（ア）特別療養費の支給に係る事前通知書の発行との関係 
   ・特別療養費の支給に係る事前通知書を交付し、差止措置を行う。 
   ・特別療養費の支給に係る事前通知書を交付せず、差止を行うこと

がある。 
（イ）保険料との相殺 

 ・行うこととし、対象者に悪質滞納者を含む。 
（ウ）滞納処分によっても、滞納解消の見込みなしの基準： 設定 
（エ）その他 

  納付額について、滞納額への充当に了承を得られた場合を追加 

（４）運用日程の 

統一 

ア 高額療養費の月報の報告時期： 処理スケジュール等の統一 平成30年度 

イ 高額介護合算療養費の処理方法： 本算定を実施し、支給 

 

項目４ 県から鳥取県国民健康保険団体連合会への直接支払い 

 

事項 合意内容 開始時期 

（１）事務手続、運用日
程の検討 

当初、直接払いを行うことで合意していたが、その後、事務の実施方法を検討した結

果、直接払いを行わない。 
（２）交付金請求、支払

事務の整理 
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項目５ 地単公費の償還払の取扱い 

 

事項 合意内容 開始時期 

計算方法の統一 計算上発生した償還額は、特別医療助成該当者へは償還せず、特
別医療費へ充当し、県・市町村へ償還 

平成30年度 

 

項目６ 療養費 

 

事項 合意内容 開始時期 

（１）給付額の端数処理 １円未満切り捨てとし、全額支給 平成30年度 

（２）給付に当たり下限 

設定 
設定しない。 

（３）補装具の縦覧点検の 

実施 
可能な限り実施 

（４）食事差額調整が発生
した場合、被保険者へ
の差額支給の実施 

行う。 

（５）負担区分の変更等に
よる差額支給の実施 

行う。 

（６）勧奨通知の実施 行わない。 

（７）支給決定基準 処理スケジュール等の統一 

（８）支給決定通知書等の
様式 

引き続き検討事項とする。 

⇒ 市町村事務処理標準システムの導入を考慮 

 

項目７ その他支給に係る支給基準の統一 

 

事項 合意内容 開始時期 

（１）葬祭費 ア 給付額の加算： 認めない。 平成30年度 

イ 葬祭費支給の例外： 行わない。 

ウ その他： 同一死亡で他法の給付を受けることができる場合
は、給付しない。 

給付額の統一について、引き続き検討事項とする。 

⇒ 医療費水準の平準化と合わせ検討。各市町村で給付額に差はあるが保険給付
費等交付金の一部とすることで県内支え合いの仕組みとなるため、医療費水準
の平準化の実施に合わせる。 

（２）出産育児一時金 ア 給付額： 488,000円 平成30年度 

※政令改正に伴い

給付額を変更

（令和５年度） 

イ 給付額の加算： 12,000円を上限 
【要件】 産科医療補償制度に加入する医療機関の医学的管理 

下における在胎週数２２週に達した以降の出産（死産含 
む）であること。 

ウ 出産育児一時金支給の例外の有無： 

例外の取扱いを行わない。 （滞納者でも全額給付する）。 

エ その他： 同一出産で、他法で給付を受けることができる場合
に 

は給付しない。 

 
 

項目８ その他支給に係る申請書類の統一 

    平成３０年度からは当面、市町村の現行運用を維持し、市町村の次期システム更新等に合わせて完全統一
に向けた検討を行う。 

 

事項 合意内容 開始時期 

各種様式の統一 引き続き検討事項とする。 

⇒ 市町村事務処理標準システムの導入を考慮 
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項目９ 医療費通知の統一 

    平成３０年１月診療分、平成３０年４月以降の発送から統一して事務を行う。 
 

事項 合意内容 開始時期 

（１）実施回数 年４回 平成30年度 

 （２）通知受診期間 １～３月、４～７月、８～１０月、１１～１２月 

（３）様式 圧着はがき 

（４）通知種別 個人 

 

項目１０ 限度額認定証の取扱い 

 

事項 合意内容 開始時期 

限度額適用認定証 更新時期・頻度、交付基準、様式等の統一を引き続き検討する。 

 

項目１１ 月報関係 

   平成３０年６月月報から統一して事務を行う。 
 

事項 合意内容 開始時期 

（１）報告内容の統一 支給決定月と支出負担行為月を同月にする。 平成30年度 

 （２）事務要領 国保総合システムを利用し、療養費、高額療養費等の各支給内容を
システムで管理することとし、国保総合システムにおいて作成した月
報に必要な追記等を行ったうえで県に提出する。 

（３）システム開発 保険者の月報作成作業を軽減するため、国保連合会が独自システム
において月報作成支援機能を開発する。 

 


